長泉町告示第２２号
長泉町町道等境界確定事務処理要領を次のように定める。
　　令和６年３月５日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ad(駿東郡長泉町長,　　　　　　　　　　)　　池　田　　　修
長泉町町道等境界確定事務処理要領
（趣旨）
第１条　この要領は、町が所有し、又は管理する道路、河川、水路等（以下「町道等」という。）とこれに隣接する土地との境界確定（以下「境界確定」という。）の事務処理に関し、必要な事項を定めるものとする。
　（境界確定財産）

第２条　この要領の対象とする町道等は、次に掲げるものとする。
⑴　道路法（昭和27年法律第 180号）第８条第１項に規定する町道の用に供されているもの
⑵　河川法（昭和39年法律第 167号）第 100条第１項の規定により同法の規定が準用される河川の用に供されているもの
⑶　長泉町法定外道路管理条例（平成25年長泉町条例第８号）第２条第１号に規定する道路の用に供されているもの
⑷　長泉町普通河川条例（昭和46年長泉町条例第49号）第２条第１項に規定する普通河川の用に供されているもの
⑸　前各号に掲げるもののほか、管理が法律又は条例の規定によらないもの
（境界確定申請適格者）

第３条　町長は、次に掲げる者と境界確定の協議を行うものとする。

⑴　町道等に隣接する土地を所有し、かつ行為能力を有する者（以下「土地所有者」という。）
⑵　土地所有者から委任を受けた者
⑶　土地所有者から同意を得た者
（境界確定の申請）

第４条　境界確定の協議を行おうとする者（以下「申請者」という。）は、境界確定申請書（様式第１号。以下「申請書」という。）に次に掲げる図書を添付し、２部町長に提出しなければならない。ただし、申請者が国、地方公共団体、土地改良区等の場合は、申請書に代えて、境界確定協議書（様式第２号）によるものとし、第９号に掲げる図書の添付を要さない。
⑴　位置図（縮尺10,000分の１から50,000分の１までの地図）

⑵　案内図（町道等との境界確定の協議を行おうとする土地（以下「申請地」という。）の位置が明確に判断できるもの）

⑶　申請地の地積測量図（縮尺 250分の１から 500分の１まで）

⑷　公図写し（法務局備付けの公図に縮尺、方位、謄写年月日及び謄写した者の氏名を記入押印したもの）

⑸　実測平面図（縮尺 250分の１から 500分の１まで）
⑹　横断面図（縮尺50分の１から 100分の１まで）

⑺　申請地の登記事項証明書（申請日の概ね前３か月以内に交付を受けたもの）

⑻　隣接地所有者等一覧表（様式第３号）

⑼　申請者の印鑑証明書（申請日の概ね前３か月以内に交付を受けたもの）
⑽　申請地の写真

⑾　委任状（代理人が申請する場合。様式第４号）
⑿　同意書（土地所有者と申請者が相違する場合。様式第５号）

⒀　相続証明書（戸籍謄本、遺産分割協議書等）（相続登記が未了の場合）
⒁　その他町長が必要と認めるもの
２　申請者は、前項の申請事項に変更が生じたときは、境界確定申請事項変更届（様式第６号）を町長に提出しなければならない。
３　町長は、申請者から印鑑証明書、戸籍謄本等の原本還付を請求されたときは、境界確定事務担当職員（以下「職員」という。）がこれを謄写し、還付年月日の記載及び職員の印を押印の上、原本を還付するものとする。

（受付等）

第５条　町長は、前条第１項の規定による申請があったときは、申請書及び添付図書を審査し、当該申請が適正であると認めたときはこれを受理し、境界確定申請処理顛末簿（様式第７号）に登載し、受理後の経過について記録するものとする。
（事前調査）

第６条　町長は、境界確定予定線を定めた上で境界確定の協議を行うものとし、必要があると認めるときは、参考となる資料を収集した上で、申請地の調査及び確認を行うものとする。

２　職員は、前項の規定により申請地の調査及び確認を行うために他人の土地に立入るときは、身分証明書（様式第８号）を携帯し、関係者の請求がある時は提示しなければならない。
（立会の通知）

第７条　町長は、申請者に対し、立会場所、立会日時及びその他必要な事項を立会日の概ね10日前までに通知するものとする。

２　申請者は、前項の通知があったときは、立会が必要と認められる申請地の隣接地及び対側地の所有者、利害関係人及びその他参考人（以下「立会者」という。）に対し、立会を依頼するものとする。

（現地立会）

第８条　町長は、申請地において、地積測量図、公図写し、登記事項証明書及びその他参考とすべき資料に基づき、申請者及び立会者と境界確定の協議を行うものとする。
２　町長は、立会にあたり、申請書に添付されている隣接地所有者等一覧表により立会者を確認し、現地立会者一覧表（様式第９号）に出席した立会者全員の署名を得るものとする。
３　立会者は、第三者に立会を委任するときは、立会委任状（様式第10号）を町長に提出しなければならない。
４　町長は、次の各号に掲げる場合は、それぞれ当該各号に掲げる者の立会を省略することができる。
　⑴　申請地の地形の状況、町道等の幅員、現況等から対側地所有者の立会の必要がないと認められる場合（申請地に接する道路等が現況４メートル以上で公図幅が明らかに確保できる場合等）　対側地の所有者
　⑵　申請地の隣接地又は対側地の境界確定の協議が成立している場合　当該境界が確定している土地の所有者

（境界確定の協議の成立）

第９条　境界確定の協議は、町長、隣接地所有者、対側地所有者及び利害関係人の同意により成立するものとする。ただし、前条第４項の規定により立会を省略した者の同意は必要としない。
２　申請者は、境界確定の協議が成立したときは、境界確定図及び公図写し（以下「境界確定図等」という。）それぞれに確定した境界線を朱記し、立会年月日及び境界点の位置等を記載するとともに、申請者、隣接地所有者、対側地所有者及び利害関係人の署名押印の上で、それぞれ２部町長に提出するものとする。ただし、前条第４項の規定により立会を省略した者の署名押印は必要としないものとする。
３　職員は、前項の規定により境界確定図等が提出されたときは、その内容を審査し、現地立会により確認した情報と相違がないと認められるときは、境界確定報告書（様式第11号）により、現地立会の状況、申請者及び立会者の意見、公共施設幅員等の確保における検討内容等（以下「現地立会状況」という。）の詳細を町長に報告するものとする。
４　町長は、前項の規定により報告があったときは、境界確定通知書（様式第12号）に境界確定図等を添付して申請者に交付するものとする。
５　申請者は、第１項の規定による同意が得られないときは、その旨を町長に申し出るものとする。
６　職員は、前項の規定により申し出があったときは、境界確定不調報告書（様式第13号）により、現地立会状況及び申請者から聴取した同意が得られない理由等の詳細を町長に報告するものとする。

７　町長は、前項の規定により報告があったときは、境界確定不調通知書（様式第14号）を申請者に交付するものとする。
（境界標の設置）

第10条　町長は、前条第１項の規定により境界確定の協議が成立したときは、原則として、境界標（金属板等）を申請者に支給し設置させるものとする。
２　申請者は、前項の規定により境界標を設置したときは、設置後速やかに、境界標設置報告書（様式第15号）により町長に報告しなければならない。

（境界確定証明書の交付）

第11条　境界確定の協議が成立している土地の所有者で、当該土地の境界確定の協議が成立していることの証明を受けようとする者（以下「証明書交付申請者」という。）は、境界確定証明書交付申請書（様式第16号）に次に掲げる図書を添付し、町長に提出するものとする。なお、第３号、第４号及び第５号に掲げる図書の提出部数は２部とする。
⑴　位置図（縮尺10,000分の１から50,000分の１までの地図）

⑵　案内図（境界確定の協議が成立していることの証明を受けようとする土地（以下「証明書交付申請地」という。）の位置が明確に判断できるもの）

⑶　公図写し（法務局備付けの公図に縮尺、方位、謄写年月日及び謄写した者の氏名を記入押印したもの、かつ、境界線を朱記したもの）
⑷　境界確定時の実測平面図又は境界確定時の実測平面図と相違ない実測平面図（縮尺250分の１から 500分の１まで）（境界線を朱記したもの）
⑸　境界確定時の横断面図又は境界確定時の横断面図と相違ない横断面図（縮尺50分の１から 100分の１まで）（境界線を朱記したもの）
⑹　証明書交付申請地の登記事項証明書（申請日の概ね前３か月以内に交付を受けたもの）
⑺　証明書交付申請者の印鑑証明書（申請日の概ね前３か月以内に交付を受けたもの）
⑻　委任状（代理人が申請する場合）（様式第４号）
⑼　同意書（証明書交付申請地所有者と証明書交付申請者が相違する場合）（様式第５号）

⑽　その他町長が必要と認めるもの
２　町長は、前項の規定により境界確定証明書交付申請書を受理したときは、第５条に規定する境界確定申請処理顛末簿により証明書交付申請地の境界確定の協議が成立していることを確認し、境界確定証明書（様式第17号）に前項第３号、第４号及び第５号に掲げる図書を添付して証明書交付申請者に交付するものとする。
　（申請の取下げ）
第12条　申請者は、第４条の規定による申請を取り下げるときは、境界確定申請取下書（様式第18号）を町長に提出しなければならない。
２　町長は、前項の規定により境界確定申請取下書が提出されたときは、境界確定申請書返戻通知書（様式第19号）に当該申請に係る書類を添付し、申請者に返戻するものとする。

　（筆界確認）
第13条　町長は、次の各号に掲げる土地の所有者又はその者から委任を受けた者若しくは同意を得た者（以下「筆界確認申出者」という。）から筆界確認証明の申し出があったときは、筆界確認申出者が作成する筆界確認図等（以下「筆界確認図等」という。）に記載される測量成果の数値が当該各号による事業成果の数値と一致する場合に限り、筆界確認図等に町長印を押すことにより、筆界を証明することができる。
　⑴　土地区画整理法（昭和29年法律第 119号）第２条第１項に規定する土地区画整理事業が施行された区域に存する土地
　⑵　国土調査法（昭和26年法律第 180号）第19条第５項の規定により指定された区域に存する土地
　⑶　境界確定の協議が成立している土地
　（立会証明）
第14条　町長は、他の地方公共団体に存する境界確定の協議をしようとする土地（以下「立会証明申出土地」という。）の所有者、その者から委任を受けた者又は同意を得た者（以下「立会証明申出者」という。）から、立会証明申出土地に隣接若しくは対側する町有財産との境界確定の協議を求められたときは、現地立会によりその測量成果が適正であると認めた場合に限り、立会証明申出者が作成する立会証明書等に町長印を押すことにより、町有財産との境界を証明することができる。
　（雑則）
第15条　この要領に定めるもののほか、必要な事項は別に定める。

附　則
この告示は、公示の日から施行する。
